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 The Constitutional Treaty for the EU was signed in October 2004 after the 
arduous negotiations held from 2002 through 2004.  The treaty established the 
Common Security and Defence Policy (CSDP), which seems to make a remarkable 
progress, as compared with ESDP established following the Treaty of Amsterdam, 
signed in 1997.  In the Treaty of Amsterdam, the provisions on security policy did 
not provide EU with any military operational capacity, although the treaty introduced 
for the first time the provision of tasks in crisis management, which would pave the 
way for military operation.   This situation was the result of the strong objection of 
Tony Blair, the British prime minister, who would like to prevent EU from being a 
rival to NATO.  
 By contrast, in the Constitutional Treaty, CSDP clearly provides the EU with 
military operational capacity for the use of peace-keeping missions.  Moreover, it 
mentions the establishment of the Agency and the cooperation on the defence area 
which would promote operational capacity of the EU member states.  
 Although the British government has been most cautious about EU to have 
military implications, it considers that CSDP meets the UK objective and be to the 
benefit of the UK, despite such splendid progress in the provisions.  The aim of this 
article is to investigate how the Blair government comes to the evaluation as a result 
of long time negotiations over draft Constitutional Treaty for the EU.  
 Since 1998, when the Blair government declared its policy change for 






Anglo-French cooperation, even though the two countries have each other the opposite 
defence policies.  In the aftermath of the Iraq war, the rift between the two countries 
was about to be a division within the EU.  The British side, in favor of the war, has 
emphasized that NATO is the only military organization in Europe.  The French side, 
in contrast, against the war, has pursued EU’s own military framework outside NATO.   
 The conflict between the two sides closely interrelated with the negotiations over 
draft Constitutional Treaty, in which Franco-German cooperation sought EU military 
capability independent of NATO, while Blair government played a leading role to 
tie EU defence policy securely to NATO.  The article examines the process in which 
a compromise was arranged among the big three countries, in the way that it would 
contribute to the establishment of CSDP.
はじめに
2004 年 10 月に調印された欧州憲法条約は、その後同条約が批准に失敗した
ため、主にその憲法的色彩を消す修正がなされ 1、2009 年 12 月にリスボン条
約として発効に至った（07 年 6 月合意、12 月調印）。1993 年に EU が成立し
て以来 EU 条約は、構成国の防衛政策の多様性 2 を反映して、安全保障・防衛
政策の分野では具体的に明文化されてこなかった 3。しかし、危機管理を行う
ペータースベルク任務 4 を初めて取り入れたアムステルダム条約（97 年 6 月
同意、10 月調印、99 年 5 月発効）の条文と比べると、リスボン条約（欧州憲
法条約）では、共通安全保障・防衛政策（CSDP 5 ）の条文は遥かに具体的にな
り、明文化が進んでいることが判る。
この CSDP の条文の飛躍的な進化は、アムステルダム条約以降の EU をめぐ
る状況の変化を反映している。1997 年 5 月に発足したブレア（Tony Blair）英
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年 2 月調印、03 年 2 月発効）までは存在しなかった極めて軍事色の強い条文
が含まれている。加えて、相互の防衛に関する具体的な記述が出現している。
























EU は 2004 年 5 月、新たに南・東欧の 10 か国を加えて大幅に拡大した。そ
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性の維持 28 を容易にし、後者は構成国議会の権限を明らかにするもので 29、双
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⑤　集団防衛（相互防衛）条項 （Collective defence clause）
相互防衛に参加する意欲を持ち、高度な軍事的能力の基準を満たす加盟国
が自由に参加できる、より緊密な防衛協力の枠組みを設立する。
集団防衛条項は、WEU の相互防衛義務を EU の枠組みの中に引き継ぎたいと
































の表明であった 44。コンベンションにおいて討議中の EU の新しい安全保障・
防衛政策は、NATO を重視するイギリスと、ESDU を標榜する４か国との対立
により二つの方向に分裂する危機に瀕していた。それはイラク戦争をめぐって














ESDP は 1998 年 12 月のサン・マロでの英仏首脳会談を起点に進展した。サ
ン・マロにおいて英仏両首脳は、EU が国際的危機に応じて軍事的能力を手段
とする自律的な行動をとるべきであることに同意し、英仏共同で EU 諸国の
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軍事力向上に取り組むことをアピールした。その際両首脳は、EU の行動は
NATO と両立することを明確にした上で、EU が NATO の枠内と、NATO の枠
の外の二つの面で軍事的手段の利用を可能にする必要性に言及した 45。サン・
マロで英仏首脳が表明した決意は、1999 年 12 月の欧州理事会でヘッドライン・




その一つは、3 月にマケドニアでの NATO の活動を引き継いだ作戦（コンコ
ルディア）である。その直前に NATO-EU 間でベルリン・プラス 47 の取り決め
が採択され、コンコルディアは EU が NATO の能力を借りて初めて実施する
軍事活動となった 48。二つ目は、6 月にコンゴで国連の任務が増強されるまで
の間、EU が NATO の支援を受けることなく現地の安全のために活動した作戦
（アルテミス）49 である。
EU はコンコルディアの実施を通して、危機管理における NATO との協力体
制の具体化に成功した。その一方で、イギリスが 3 月のイラク戦争開戦に関与
している間、主にフランスが EU の軍事活動を主導し、NATO の枠の外で EU
の自律的な任務を開拓することにも力が注がれた。そのアルテミスでの経験を
基に、ESDP は国連の要請に応える任務の実施を目指すことになった。それは
後に、より即応性の高い EU の部隊である「戦闘群 50」の構想に発展すること












イラク戦争後の両国の関係改善の一環として 11 月 24 日にロンドンで開催さ
れた英仏首脳会談において、より具体的な構想に発展した。そこで両首脳は、





えて活動することを ESDP の新しい目標とすることに同意した 52。
それは具体的には、持続可能性を備えた戦力部隊と支援部隊を統合した
1500 人規模の戦闘グループを要請から 15 日以内に展開可能にし、最低 30 日
間維持するという「戦闘群」構想であった。その目的は国連の平和維持部隊が
展開に至るまでの期間に生じる不足を補うこととされた。また同会談では、こ

































盟を EU 内に設立し、それを EU 主導の作戦立案と指揮の中枢となる司令部設
置に繋げる意向を示すものであった。
ESDP は EU 主導の軍事的危機管理を実施する場合、NATO-EU 間の取り決
めに従って NATO の「アセットと能力」を利用するか、または英仏のような
防衛力の高い国の国内司令組織を利用して運営することを想定していた。これ












される CSDP は、NATO-EU 間の良好な関係を基盤とすることが前提であった
からである 60。
２－３　合意に向けた交渉と二つの妥協







内部文書には、「EU は NATO の能力に頼らないで軍事作戦を立案し指揮する
共同の能力を与えられるべきである」と書かれている 61。これはイギリスが仏
独に歩み寄り、NATO から独立した EU の司令部を設置する提案を受け入れた
ことを意味している。しかし、それは NATO と競合するものであってはなら
ないというのがイギリスの条件であった。NATO の機能と重複する恐れのある
テルビュレンの構想の代わりにブレア首相が示唆したのは、NATO の SHAPE 62
内に特別な EU 室（a small EU military planning cell）を設置する提案であった 63。
この提案は、2003 年 8 月 29 日に開かれた非公式 EU 防衛相会議において
イギリスが提示したものである。それによると、EU 室は独立した EU のユ
ニットとして NATO の SHAPE に付属し、ベルリン・プラスを機能させる際に
NATO-EU 間の連携を改善するとともに、EU 主導の活動を指揮する国内司令
組織の強化も想定されている 64。ブレア首相は独立した EU の司令部設置に賛
意を示しながら、仏独にテルビュレンの構想を放棄させ、その代わりに NATO
と両立しながら EU 主導の活動を可能にする 65 ことを想定した、SHAPE 内 EU
室設置の提案を受け入れることを迫ったのである。
また、9 月の英仏独首脳会談においてブレア首相は初めて、防衛の領域で意
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欲の高い一部の加盟国による協力を可能にする「高度な協力」の概念を受け









を掘り崩すものであり、防衛での「高度な協力」が NATO に取って代わる EU
の防衛的枠組みに発展すべきでないことを、仏独に認めさせなければならな
かった 69。
欧州憲法条約をめぐる EU 内のこうした展開に対して、10 月 17 日、北大西








した草案 72 を修正し、全会一致を必要とすることで合意に達した 73。
仏独首脳は、ブレア首相が EU 独自の司令部設置と、防衛での「高度な協
力」に賛意を示したのと引き換えに、テルビュレンの構想を放棄することに
同意した 74。その代わりにブレア首相が示した SHAPE 内 EU 室設置の案は、
NATO との両立が配慮されているが、EU の立案指揮能力が強化される可能性













る 76。同首相による SHAPE 内 EU 室設置の提案は 2003 年 12 月の欧州理事会
において合意に至った 77。
２－４　欧州憲法条約の合意
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また、これとは別に、付属議定書の基準を満たす加盟国が参加できる「常設








CSDP は NATO と両立するべきであることを仏独に認めさせた。そして、









CSDP に対するイギリス政府の見解について、EU と NATO との関係、及び常
設構造化協力に焦点を置いて考察する。
３－１　ブレア政府の功績
90 年代、EU 発足に際し、EU 独自の防衛体制を目指す仏独は、ヨーロッパ







ルク任務のみを EU に取り入れ、WEU は集団防衛規定とともに EU の枠外に
残された。
2002 年に始まった欧州憲法条約起草にあたり、防衛部門の作業部会では、
この WEU-EU 合併問題の論争が再燃した。仏独中心に WEU の集団防衛規定
を EU に取り込み、WEU を終わらせるという提案がなされ、それは最終的に
「集団防衛条項」として草案の一部となった 83。この条項が条約に取り入れら
れることになれば、本来は危機の予防や平和維持を目的とする EU の軍事的活
動に、侵略に対する領土防衛が含まれ、EU は NATO の機能と重複することに
なる。
草案をめぐる EU 独自防衛派と NATO 重視派の対立は、イラク危機と重なっ
て EU 内の反米派と親米派の分裂に発展する勢いとなった。その亀裂を決定的
にしたのがイラク戦争に反対した 4 か国によるテルビュレン構想の発表であっ
た。この NATO の枠外で EU 独自の司令部を設置する構想は「集団防衛条項」
の提案と相俟って、大西洋同盟の弱体化を謀るメッセージとして米政府側に受
け取られ、EU の新しい防衛政策に対する不信感をアメリカに植え付けた。そ
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協力がなければ EU の外交と防衛政策を確立することは難しい。特に、EU の
防衛政策が NATO と両立することについてアメリカを説得できるのはイギリ













いた EU の新しい防衛政策は前進を始め、EU 内の分裂が回避された。第二に、
ブッシュ大統領との信頼関係を土台に米欧関係を修復し、NATO-EU 協力に基
づく CSDP を軌道に乗せた。第三に、EU の軍事的危機管理能力の自律性を従
来以上に高めることになった。こうした成果とともに CSDP を成立に導いたこ
とは、ブレア政府の努力による功績であったと言うことができる。











2004 年 6 月の合意に続き 10 月に調印された欧州憲法条約は、批准作業に
入ったものの、翌年フランスとオランダでの国民投票で否決されたために作
業は中断した。その後、欧州憲法条約は国家を連想させる「憲法」の文字や、
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レポートは新しい条約が EU と NATO の関係を率直に記述していることを評価
し、NATO に友好的な EU を目指すイギリスの目的に適うという政府の見解を
伝えている 92。




2004 年の拡大前の加盟 15 か国のうち、4 つの中立国を除く 11 か国がすべて
NATO の構成国であったことを考慮すると 93、NATO 構成国にとっては NATO
の義務に服するのと同じ状況であり、集団防衛は NATO の枠組みで実施され
るという従来の状況を変えるものではないと解釈できる。さらに、同条約の後










この規定は NATO と競合するような EU の機構が発展する基盤を提供するもの
ではない 94。」イギリス政府の認識では、CSDP は NATO がヨーロッパ唯一の













ブレア政府は 1998 年のサン・マロ英仏首脳会談以来、フランスと共同で EU
諸国の軍事力向上を唱えてきた。レポートは、「常設構造化協力」の立ち上げ
に積極的な政府の姿勢を示すとともに、この仕組みの下で強化された能力は、
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た。一つは EU が NATO との連携を通して実施する活動であり、他は、EU 独
自の能力を使って国連の要請に応える活動である 98。後者は英仏間の会談を通





スベルク任務である」とする見解を載せている 99。リスボン条約第 42 条 7 項
の規定は NATO の下での関与と両立する EU 加盟国の協力について明確にして
いない。しかし、新しい条約はペータースベルク任務の範囲を拡大し（43 条
１）、また、CFSP/CSDP とは別の枠組みの中に、テロの脅威と自然災害から市
民を守る連帯条項（222 条）を導入した 100。それは、今後 CSDP は集団防衛に
向かうのではなく、EU が関与する危機管理の範囲を拡大する方に向かうこと
を示唆するものと考えられる。
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